	教育福祉員会会議録　

	開会日
	平成２５年１２月１３日（金）午前１０時　　

	閉会日
	平成２５年１２月１３日（金）午前１1時４４分

	場　所
	長久手市役所　西庁舎２階　第７・８会議室

	出席委員
	委員長　  原田秀俊　

副委員長　　岡崎つよし
委　　員　　加藤　武　　　川合保生　　　佐野尚人
すえ規代　　　田ひでき

	欠席委員
	な　し

	欠　員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　田一平
福祉部長　山下幸信
同次長　浅井雅代

子育て支援課長　福岡隆也

指導保育士　川本さつき

課長補佐　山端剛史

子ども未来係長　水野真樹
保険医療課長　斉場三枝
国保年金係長　森　延光

医療係長　若杉雅弥

教育長　堀田まゆみ
教育部長　川本　忠

教育部次長　加藤　明

教育総務課長　角谷俊卓

請願紹介議員　さとうゆみ

　　　　　　　　　　計　１５名　　　　　　　　　　　　　

	職務のため出席した者の職氏名
	議長　正木祥豊　　
議会事務局長　野田和裕　　　専門員　山田伸恵

	会議録
	下記のとおり


別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第７６号
教育総務課長　議案第７６号　長久手市立学校設置条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７６号　長久手市立学校設置条例の一部を改正する条例については全員が賛成。
議案第７６号は、原案のとおり可決
議案第６４号
保険医療課長　議案第６４号　平成２５年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第６４号　平成２５年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第６４号は、原案のとおり可決

議案第６５号
保険医療課長　議案第６５号　平成２５年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について説明

原田委員　　　一般会計繰入金の療養給付費市負担分繰入金の中に保険料の収入は含まれるか。
同課医療係長　保険料は含まれない。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第６５号　平成２５年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第６５号は、原案のとおり可決

議案第７３号
保険医療課長　議案第７３号　長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について説明

岡崎委員　　　この条例によりどのような影響があるかわかるか。
国保年金係長　特定公社債の利子も源泉徴収されているものも含め改めて確定申告することにより、国民健康保険の所得の対象額は変わらないが、源泉徴収された所得税等が戻ってくるので、個人の方には損益通算が拡大することにより利益になることがある。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７３号　長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第７３号は、原案のとおり可決
議案第７１号
子育て支援課長　議案第７１号　長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例について説明

岡崎委員　　　保育園の名称は市が洞保育園の他にどんな名称があったか。

子育支援課長　10月16日から10月30日の間、地域でアンケートを実施した。1,779枚配布のうち332人の回答があった。1位は「市が洞保育園」漢字表記、２位はひらがな表記の「いちがほら保育園」、３位は「みなみのもり保育園」、４位は「けやき保育園」であった。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７１号　長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第７1号は、原案のとおり可決
議案第７２号
子育て支援課長　議案第７２号　長久手市児童館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７２号　長久手市児童館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第７２号は、原案のとおり可決
　　　　　　　　　（執行部退席）

請願第６号
委員長　　　　請願第６号　「原発事故子ども・被災者支援法」に基づく子ども達の健康管理の充実を求める請願について、会議規則第88条の規定により、紹介議員であるさとうゆみ議員からの説明を求める。
紹介議員　　　請願第６号　「原発事故子ども・被災者支援法」に基づく子ども達の健康管理の充実を求める請願について説明

この際、暫時休憩

午前１１時６分休憩
　　　　　　　
午前１１時１５分再開
佐野委員　　　紹介議員と請願者との関係はどのようか。

紹介議員　　　私は市民として長久手市、日進市、みよし市、東郷町などの仲間と、原発や放射能の問題についての勉強会を原発事故後行っており、請願者はその講演会において当事者として現状を語ってくださり知り合いになった。
質疑及び意見終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第６号　「原発事故子ども・被災者支援法」に基づく子ども達の健康管理の充実を求める請願については、全員賛成にて採択。
請願第７号
副委員長　　　請願第７号　愛知県の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める請願について説明
佐野委員　　　請願が出された後の11月29日に国の方針が定まり、状況は変わった。所得制限はあるが、年収250万円未満の世帯では2倍、年収350万円未満の世帯では1.5倍の支給が適用され、支援の拡充となる。請願事項の根幹である国からの支援金そのものが変わったと思うがどう考えるか。

原田議員　　　法案が通り、民主党が提案した高校授業料無償化制度に所得制限を入れた新しい法案が通った。所得制限を入れたことで、もらえる人、もらえない人が混在することが問題である。国が県に対して私学助成として下ろす金額を、県が従前出していた金額にプラスして配分してほしいという願いであると理解している。
佐野委員　　　請願者が求めていることについては、国の制度が変わり、十分なフォローと思う。国からの支援が十分なら県からの加算は再考され、過分な加算はいらないと思うがどうか。
原田議員　　　私学の支援金は所得の低い人は満額であるが、中間層には制限がある。また、私学、公立では格差がある。公私格差をなくすためにも支援金を使ってほしいと考える。私学全体の経費削減し、援助してほしいということが土台にあると考える。
佐野委員　　　今回カットされるのは910万円以上の方であり、これだけの所得があれば支援はいらないとの判断であると思う。今後、年明けに発表されるが、父母会の方が求められている授業費以外の教育費への支援として低所得者に向けて「奨学のための給付金（仮称）」の創設が予定されている。新しい制度には請願者が求めていることは十分フォローされていると思うがどうか。

原田議員　　　一人一人への支援だけでなく、学校全体の経営に対する支援として、平成11年には経営費助成が15％カットされた。私学経営について、国からの加算分が増えるように県に対して意見を出すものでもある。
佐野委員　　　この請願は、父母会からの請願であり、経営者団体からこのような請願が出されたことはない。

原田議員　　　教育条件でいくと、私学の先生と県立公立の先生一人当たりが持つ生徒の数は歴然としているので、是正してほしいというのも父母会の願いである。
佐野委員　　　私学の教職員の待遇も向上しつづけており、逆の格差もあるのではないか。

原田議員　　　私学の方が不十分と考える。

佐野委員　　　公立高校では施設面の老朽化がひどく、施設改修の要望が県に寄せられている現状がある。一方私学は、立派な施設で、行事でも公立では及びもつかない行事がある。例えば、大きな会館を貸し切り著名な音楽家を呼んで行うなど豪華な行事がある。これらは、家庭の負担になるが、それらの待遇を享受しているので、受益者負担という観点からもいたしかたないと考える。私学は建学の精神で行っていることは理解するが、経営者の経営努力で絞れる部分はしぼり、公立との格差を是正する必要があるのではないか。
原田議員　　　私学経営の全体から見ても、正規の先生の職員が減り、非常勤の先生の雇用が増えている。施設面では差があるというが、実質教育に携わる先生の待遇は悪くなっている。生徒数が減少する傾向にあり、先生が余るということで正職員の先生の割合が減らされている。人間教育であるから、先生の待遇を上げていかないと教育の質が低下する。このような教育条件の悪化があることを重視したい。
佐野議員　　　それは、私立の教職員の待遇改善ということで請願内容を改めた方が良いし、今回の請願の内容と分けて考えた方が良いと思う。
原田議員　　　この意見書案にもあるが、この４年間は国からの財源措置を下回る状態が続いている。その現状が、今回新しい法案が通ったからといって私学に対する改善がされる保障を県はしていないと思うので、この時期に意見書を出して県に対処を求めるという請願の趣旨がそこにある。

質疑及び意見を終了

討論
反対討論
佐野委員　　　この請願が出された後に国の体制が定まったため、国の動向をみてからの判断で良いのではということで反対とする。
賛成討論なし
請願第７号　愛知県の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める請願については、賛成多数にて採択。
請願第８号
副委員長　　　請願第８号　国の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める請願について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論
佐野委員　　　この請願が出された後に国の支援の体制が変わった。年明けには、さらなる支援が用意されているということで、国の動向をみてからでも遅くはないことから、継続して見守りたいということで反対とする。
賛成討論なし
請願第８号　国の私学助成の拡充に関する意見書の提出を求める請願については、賛成多数にて採択。

陳情第１号
委員長　　　　陳情第１号　すべての子どもの権利が保障される「子ども・子育て支援新制度」実施を求める陳情について
陳情書の取り扱いについては「請願・陳情の取り扱いについて」に基づき、４つの処理のうちのいずれかに決定する。
佐野委員　　　陳情項目の１の①及び②については今後の課題で議論が必要である。
岡崎委員　　　陳情項目の１の②についての文言は厳しいのではないか。

川合委員　　　保育園に対してはいろんな考えがあると思う。この陳情については「各議員への配布に留める。」でよいではないか。
委員長　　　　他にないか。それでは「各議員への配布に留める。」でいいという意見があったが、その意見でよいか。
　　　　　　　（異議なし）
　　　　　　　それでは、陳情第１号　すべての子どもの権利が保障される「子ども・子育て支援新制度」実施を求める陳情については、「各議員への配布に留める。」に決した。
次に、閉会中の継続調査について諮る。

　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
午前１１時４４分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２５年１２月１３日
教育福祉委員会委員長　原田　秀俊
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